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原発ゼロ社会の議論をはじめよう

乾  康代（新建全国代表幹事）

建まちセミナー2022 in 茨城，9/11

1. 東海村と世界の原発立地地域比較
2. 国策原子力と都市計画
3. 再生可能エネルギーと原発
4. ドイツ・ルブミン村の脱原発
5. 原発ゼロ社会の議論をはじめよう

阿部功志氏，2021年10月撮影 2019年7月撮影

1. 東海村と世界の原発立地地域比較

▶東海村を世界の原発立地地域と比較する，どれほど異常なのか



2022/8/28

2

東海村
東海原発(1998年終了）
東海第二原発
30km圏94万人
50km圏149万人（2005年）

市街化区域

市街化調整区域

御前崎市
浜岡原発
１，２号機(2009年終了）
３，４号機審査中
５号機審査へ
30km圏84万人（2018年）
50km圏214万人（2005年）

浜岡原発
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イギリスカンブリア州

セラフィールド

コールダーホール原発４基す
べて廃止

再処理工場（停止）

敷地面積600ha

イギリスエセックス州

ブラッドウェル原発

２基（2002年終了）

ロンドンまで80km
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米ニューヨーク州

インディアン・ポイント・エネル
ギー・センター

１号機（1974年廃止）

２号機（2020年廃止）

３号機（2021年廃止）

マンハッタンまで58km

10km圏30万人

80km圏1,800万人

米メリーランド州

カルバートクリフス原発

１号機（1975年運転開始）

２号機（1977年運転開始）

ワシントンD.C.まで80km

16km圏人口4.9万人

80km圏人口289万人

(2010年）
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米カリフォルニア州

サンオノフル原発

２基（2013年廃炉決定）

ロサンゼルスまで60km

フランス
ノジャン原発
２基
パリまで120km
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ドイツニーダザクセン州
シュターデ原発
１基（2003年終了）
ハンブルグまで30km

2. 国策原子力と都市計画

▶原子力をめぐる各領域の関心
環境： 汚染，リスク
医学： 被ばく
哲学： 持続可能性，責任，正義，公正
社会科学： 地域開発，地域社会，権力，思想，運動，人権
経済学： 資源，エネルギー，財政

▶国策原子力と都市計画
計画思想と計画内容
地域空間，地域社会の変容
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「原子力の平和利用」の日本的展開

原産，原電 国

年 月 できごと

1953 12 米アイゼンハワー大統領「原子力の平和利用」

1956 3 日本原子力産業会議（原産）設立

４ 東海村に，日本原子力研究所（原研）の設置が決定される
朝日「『原子力センター』建設」，いはらき新聞は有頂天記事

７ 東海村に都市計画が指定される

11 日本原子力発電株式会社（原電）設立

1958 ５ 原電，東海原発の設置計画を発表

1959 ３ 原電，東海原発の設置許可申請

12 東海原発の設置が許可される

「原子力の平和利用」はどう展開されたか

「報道も世論も原子力にバラ色の夢を描き，それに酔った」
朝日新聞取材班『それでも日本人は原発を選んだ 東海村と原子力ムラの半世紀』，2014

日本人の核受容の著しい進展
1956年，日本人の70％，原子力を「有害なもの」
1958年，30％に 米国務省情報局の機密報告書

1956年，原研の設置決定
計画を小さく見せて受容へ仕向け，決定すると隠していた大きな計画
「原子力センター」を公表

「原子力の平和利用」とは，核兵器保有国は核兵器開発独占，非核兵器保
有国は「平和利用」 ＝アメリカからの原子炉の売り込み

井川充雄「原子力と世論：研究と再考」『マス・コミュニケーション研究』，2014 

『讀賣新聞』は元より，『朝日新聞』をはじめとする他の日本の有力紙も
原子力の平和利用自体には賛成であった
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攻撃を受け火災が起きたウクライナ南部のザポロジエ原発＝同原発のユーチューブ
公式チャンネル

原発は「原子力の平和利用」か

東海村役場『東海』，1961 

日本原子力研究所

東海村につくられた都市計画の問題

東海村の都市計画の問題３点
①工業地域は分散配置

②住居地域は原子力施設に四方から囲まれる

③居住の安全思想は完全欠如
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東海村の開発計画書
「東海原子力都市開発株式会社設立趣意書」

東海村の開発計画の問題２点
 ①原発設置を前提とした計画

 ②村の開発計画は原産が作成したもので，それを
そのまま村の都市計画に公定させた

原子力産業新聞，昭和32年４月25日
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読売新聞，昭和32年５月

日本原子力研
究所

三菱原子力グ
ループ

住友原子力グ
ループ

第一原子力グループ
（富士電機系）

三井原子力グ
ループ

東京原子力グループ（日
立系）

原産が目指した「原子力セ
ンター」の問題

「原子力センター」とは何か？

①４原子力グループに平等，
均等に位置を与えた

②工業地域の広大さ

③茨城県は，この計画を唯々
諾々と受け入れた
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文化センター

図書館

体育館

プール

富士・古河の跡地は，村の文教区になった
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①「白紙の処女地」東海村

にユートピア建設，という
植民地イデオロギー

②国の権威を借りて，地元
自治体へ権力的介入

③土着住民と原子力エリー
ト住民の分断策

原子力開発計画の本質 ＝植民地開発

東海原子力都市開発株式会社設立趣意書

原子力が未開の東海村に文明
と文化をもたらした，という
展示をしていた。
2012年，閉館。

「アトムワールド」
原子力研究開発機構（旧動燃）の展示館

原研⾧堀住宅

農村の共同作業（農薬散布の
様子，石神外宿2区圷西地区，
1950～1951年頃，高槌佐一郎
氏撮影）



2022/8/28

13

アメリカの立地基準

武谷三男編『原子力発電』，岩波新書，1976
年

事故後２時間の滞留の
間に，甲状腺3Sv，全身
0.25Sv

無限に居るとして甲状
腺3Sv，全身0.25Sv

日本の原子炉立地審査指針

非居住区域

低人口地帯

甲状腺(小児）1.5Sv
全身0.25Sv

甲状腺(成人)3Sv
全身0.25Sv

市街地が原発に隣接している理由

東海再
処理施
設

東海第
二原発

動燃通り

原研通り

原電通り

国道245号

村民3.8万人は
非居住区域（１km圏）と
低人口地帯（10km圏）の中に
住んでいる

日本の原子力開発は、虚構の「原
子力の平和利用」から始まり，強
権によって推し進められ経済で地
域支配を完成させた。

ここまでのまとめ

10km圏には約20万人が居住

こうしてできた原発の都市は、住
民の安寧な生活を脅かしている
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原発と地震

3. 再生可能エネルギーと原発

塩崎賢明『復興＜災害＞ 阪神・淡路大震災と東日本大震災』，岩波新書，2014

再生可能エネルギーの競争力に大きな変化，2010-2021

国際再生可能エネルギー機関(IRENA)レポート
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発電量当たりのコスト比較，2020-2021

発電コストの国際比較
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太陽光発電の導入量

IEA, Snapshot 2022
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最近の世界の太陽光発電設備導入量は，毎年増加している
しかし，日本では増加していない
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固定価格買取制度導入（2012年）直後，再エネ導入は急増した
自公政権下の2015年以降，急激に減少，伸び悩んでいる

IEA, Snapshot 2022
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IEA, 2019年

20％27％

70％

71％

21％

36％

42％

51％

44％
25％

18％

① 日本の再エネ比率は，OECD加盟国中で最低水準
② 日本の2030年の再エネ比率目標36〜38％は，既に多くの国が達成し
ている低い水準

再生可能エネルギー比率

ドイツ総領事館, 2022年3月8日ドイツ総領事館, 2022年3月8日

4. ドイツ・ルブミン村の脱原発
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ルブミン村とグライフスヴァルト原発の位置図

グライフスヴァルト原発の配置図
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ルブミン村の
市街地
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廃炉後のルブミン村の住民構成

21.3 8.6 23.9 22.3 23.9
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原発稼働以前原発稼働以前 原発稼働期原発稼働期 廃炉決定後廃炉決定後 工業団地供用後工業団地供用後 その後その後

2018年，アンケート2018年，アンケート

廃炉決定で原発労働者が多数転出した後，廃炉決定後の新住民が多数派
になった
近年になるほど来住者が増えている

4.65万

ノルド＝ストリーム社を誘致
（ロシアの天然ガスパイプライン）

Logistics of the Pipeline,Nord Stream,2010
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Ostsee-Zeitung, 2014年２月25日Ostsee-Zeitung, 2014年２月25日

村民一人当たりの
税金投入額

42

フォアポンメルン
＝グライフスヴァ
ルト郡の自治体の
性能，2013

保証付き
制限あり
消滅危惧
永久消滅

Ostsee-Zeitung, 2014年２月25日Ostsee-Zeitung, 2014年２月25日
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▶住民は，原発の負の遺産・中間貯蔵施設をどう考えているか

再稼働は
リスクが大
きすぎる

エネ
ル

ギー
転換

事故リスク

日本共産党東海村委員会「2019年 東海村のくらしと村政アンケート」，回収516，自由記述の152件から日本共産党東海村委員会「2019年 東海村のくらしと村政アンケート」，回収516，自由記述の152件から
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績後，廃炉
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エネルギー
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とっている外国に脱原発
の例がある 再エネ転換
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福島の方
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けど東海
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の東海

村

原発を完全
に安全な施
設にして再

稼働

我が村意識
と

安全神話

原子力だけ
の村と思わ
れないよう
新エネ政策

を

東海第二は
古すぎる

CO2を排出
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原発は
ベースロード

電源だ 使えるもの
は使う政府追従

再エネ移行の
ビジョンがな

さすぎる

5. 原発ゼロ社会の議論をはじめよう
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ルブミン村はどうしたか
（事業創出） 原発サイト一部の規制解放，工業団地経営，

政府・州政府・EUの経済支援
（事業者との共同） ルブミン村とEWN社で都市計画策定，

工業団地計画で企業誘致
（地域政策） 環境整備，観光インフラ整備

廃炉が地域にもたらす課題
（労働） 解雇
（地域活力） 労働力の流出，少子化，

高齢化
（財政） 税収減，住民への増税，行政サー

ビスの低下
（負の遺産） 廃炉事業，核ゴミ貯蔵 アメリカザイオン市

日本の原発立地地域の深刻な現状

（地方自治） 国が，自治体独自の原子力政策を許さない
（原発依存） 原発の再稼働・新設待望
（ヴィジョンなき将来）廃炉を考えたくない。課題を検討したくない
（市民の無関心） 課題を知らされない，無関心

（エネルギー転換について）原発推進派にも反対はない (村政アンケート）

（原発ゼロ社会のヴィジョン） 原発推進派の住民さえ「ヴィジョン
がなさすぎ」と行政を批判している
「原子力平和利用」70年をどう総括するか
今後のヴィジョンをどう描くか

新たな雇用の創出，廃炉事業の安全確保
市民から議論と世論を起こし，問題を提起，課題整理
ヴィジョン策定を自治体に迫る

原発ゼロ社会の議論のために


